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（取引先金融機関の貸出姿勢と最近の金利の状況などについて）Ⅳ 特別調査事項

特別調査事項として、取引先金融機関の貸出姿勢と最近の金利の状況など

について県内中小企業に尋ねたところ、次のような結果となった。

○ １年前と比べた現在の取引先金融機関の貸出態度については 「緩やかに、

」（ ） 「 」（ ） 。なった １５.３％ が 厳しくなった ９.６％ を３年連続で上回った

前回調査に比べると 「緩やかになった」が減少し 「厳しくなった」が、 、

わずかながら増加した。

厳しくなった理由としては 「金利引き上げ」が最も多数を占めている。、

○ 日銀のゼロ金利政策解除による金利上昇の経営への影響の程度は 「多少、

ある （３５.２％）が最も多数を占めている。」

○ 県制度融資の利用状況等については、約４割の企業が「利用したことが

ある」としており 「知っているが利用したことがない」とする企業を合、

わせると８割強となり、県制度融資が多くの中小企業に周知されているこ

とを示している。

１ 取引先金融機関の貸出態度について

（１）１年前と比べた現在の取引先金融機関の貸出態度について

「ほとんど変わらない （７５.１％） 「厳しくなった」 （ ９.６％）」

「緩やかになった」 （１５.３％）

（２）貸出態度が「厳しくなった」と考える理由について

（複数回答； １）で「厳しくなった」と回答した企業）（

「金利引き上げ」 （６５.１％） 「審査期間の長期化 （１４.３％）」

「新規貸出の拒否」 （４２.１％） 「繰上返済」 （１３.５％）

「担保・保証条件の厳格化 （３５.７％） 「その他」 （ ４.８％）」

２ 日銀のゼロ金利政策解除の経営への影響と対策について

（１）金利上昇の経営への影響の程度について

「大きい」 （１０.７％）

「引き上げられたがほとんどない」 （２８.２％）

「多少ある」 （３５.２％）

「変動金利の借入または借入自体がなく、影響ない （２５.８％）」

（２）金利引き上げに対して実施した対策について

（複数回答； １）で「大きい」及び「多少ある」と回答した企業）（

「借入残高の削減」 （２６.３％）

「コスト削減」 （２４.０％）

「新規資金を固定金利で調達 （１３.６％）」

「新規資金を前倒しで調達」 （ ８.９％）

「価格転嫁」 （ ７.９％）

「既存借入を固定金利へ変更 （ ６.５％）」

「その他」 （ ２.３％）

「特になし」 （３４.３％）

３ 県制度融資の利用状況等について

「利用したことがある」 （４０.５％）

「知っているが利用したことがない （４４.２％）」

「知らない」 （１５.３％）
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１ 取引先金融機関の貸出態度について

（１）１年前と比べた現在の取引先金融機関の貸出態度について

現在の取引先金融機関の貸出態度について、１年前と比べ「厳しくなった」か「緩や

かになった」かを県内中小企業に尋ねたところ、全体では「ほとんど変わらない」とす

る企業が７５.１％と最も多数を占めている中 「緩やかになった （１５.３％）が「厳、 」

しくなった （９.６％）を３年連続で上回った。」

前回調査に比べると 「緩やかになった」が減少し 「厳しくなった」がわずかながら、 、

増加した。

現在の取引先金融機関の貸出態度(全体)

現在の取引先金融機関の貸出態度 現在の取引先金融機関の貸出態度

(製造業) (非製造業)

15.3%

22.1%

18.1%

16.3%

7.0%

75.1%

70.4%

71.8%

65.6%

60.6%

7.5%

18.2%

32.4%

9.6%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成18年12月調査

平成17年12月調査

平成16年12月調査

平成15年12月調査

平成14年12月調査

緩やかになった ほとんど変わらない 厳しくなった

16.9%

26.1%

75.2%

67.2%

70.8%

65.0%

59.8% 31.2%

9.0%

19.4%

21.6%

7.6%

15.6%

7.9%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成18年

12月調査

平成17年

12月調査

平成16年

12月調査

平成15年

12月調査

平成14年

12月調査

緩やかになった ほとんど変わらない 厳しくなった

75.0%

72.5%

72.5%

65.9%

61.0% 33.1%

14.5%

13.9%

19.5%

15.9%

5.9%

11.1%

8.0%

19.6%

11.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成18年

12月調査

平成17年

12月調査

平成16年

12月調査

平成15年

12月調査

平成14年

12月調査

緩やかになった ほとんど変わらない 厳しくなった
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（２）貸出態度が「厳しくなった」と考える理由について（複数回答あり）

設問 「厳しくなった」とした企業に対して、そう考えた具体的理由につ１（１）で

「金利引き上げ （６５.１％）が最も多数を占めておいて尋ねたところ、全体では 」

り、次いで「新規貸出の拒否 （４２.１％ 「担保・保証条件の厳格化 （３５.７」 ）、 」

％）と続いている。

前回調査と比べると 「金利引き上げ」のみが増加している。、

（複数回答 【経年】貸出態度が「厳しくなった」と考える理由 ）

（貸出態度が「厳しくなった」と回答した企業）

（複数回答）貸出態度が「厳しくなった」と考える理由

【業種別・平成１８年１２月】

（貸出態度が「厳しくなった」と回答した企業）

17.5%

10.9%

34.8%

13.5%

3.8%

16.3%

33.8%

46.3%

58.8% 76.1%

39.1%

6.5%

6.5%
4.8%

65.1%

35.7%

42.1%

14.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

繰上返済

審査期間
の長期化

担保・保証条件
の厳格化

新規貸出の拒否

金利引き上げ

全体
製造業
非製造業

4.8%

13 .5%

41.6%

20.5%

41.8%

43.4%
65 .1%

35 .7%

42 .1%

14 .3%

14.6%

5.6%

16.9%

46.1%

37.1%

3.3%

6.6%

46.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

繰上返済

審査期間
の長期化

担保・保証条件
の厳格化

新規貸出の拒否

金利引き上げ

平成16年12月調査

平成17年12月調査
平成18年12月調査
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２ 日銀のゼロ金利政策解除の経営への影響と対策について

（１）金利上昇の経営への影響の程度について

日銀のゼロ金利政策解除による金利上昇の経営への影響の程度は、全体では「多少あ

る （３５.２％）が最も多数を占めている。」

また、影響の有無で分けると 「影響あり」が「多少ある」と「大きい （１０.７％）、 」

を合わせて４５.９％ 「影響なし」が「引き上げられたがほとんどない （２８.２％）、 」

と「変動金利の借入または借入自体がなく、影響ない （２５.８％）を合わせて５４.０」

％と 「影響なし」がやや上回っている。、

金利上昇の経営への影響の程度(全体)

金利上昇の経営への影響の程度 金利上昇の経営への影響の程度

(製造業) (非製造業)

54.0%

45.9%

変動金利の借入
または借入自体
がなく、影響ない,

25.8%

引き上げられた
がほとんどない,

28.2%

多少ある, 35.2%

大きい, 10.7%

影響あり
影響なし

49.4%50.6%

大きい,
10.4%

多少ある,
39.0%引き上げら

れた
がほとんど
ない, 28.8%

変動金利の
借入または
借入自体が
なく、影響な
い, 21.8%

影響あり影響なし

43.1%

56.9%

大きい,
10.9%

多少ある,
32.2%

引き上げら
れた

がほとんど
ない, 27.7%

変動金利の
借入または
借入自体が
なく、影響な
い, 29.2%

影響あり

影響なし
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（２）金利引き上げに対して実施した対策について（複数回答あり）

設問２（１）で「大きい」及び「多少ある」とした企業に対して、金利引き上げに対

して実施した対策を尋ねたところ、全体では「特になし （３４.３％）が最も多数を占」

めており、次いで「借入残高の削減 （２６.３％ 「コスト削減 （２４.０％）と続い」 ）、 」

ている。

金利引き上げに対して実施した対策（複数回答）

26.1%

24.8%

21.8%

8.8%

35.8%

2.4%

6.4%

6.7%

13.0%

2.2%

14.1%

9.0%

6.7%

27.9%

9.3%

32.7%

26.3%

34.3%

7.9%

24.0%

13.6%

8.9%

6.5%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40%

特になし

その他

変動金利から

固定金利へ変更

製品価格、受注単価

等への転嫁

新規資金の

前倒し調達

新規資金を

固定金利で調達

コスト削減

借入残高の削減

全体
製造業
非製造業
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３ 県制度融資の利用状況等について

県制度融資の利用状況等については、全体では４０.５％の企業が「利用したことがあ

る」としており 「知っているが利用したことがない （４４.２％）とする企業を合わせ、 」

、 。ると８４.７％となり 県制度融資が多くの中小企業に周知されていることを示している

県制度融資の利用状況について

36.2%

45.9%

40.5%

45.8%

42.2%

44.2%

18.0%

11.9%

15.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非製造業

製造業

全体

利用したことがある 知っているが
利用したことがない

知らない


